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災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

 

 

(付議の要旨) 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律（以下「第８次地方分権一括法」という。」）による災害弔慰金の支給等に関する法律の一部改

正に伴い、災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する。 

 

１ 主旨 

平成２９年地方分権改革に関する提案募集において、経済情勢の変化による市中金利を受け、

市区町村が災害援護資金の貸付利率を条例で引き下げることを可能とするための制度改正の提

案及び平成３０年の地方分権改革に関する提案募集において、月賦払いによる提案並びに東日

本大震災時の特例により保証人がいない場合にあっても貸付が認められたこと等を踏まえ、災

害弔慰金の支給等に関する法律が一部改正された。 

区では、「災害弔慰金の支給等に関する法律」及び「災害弔慰金の支給等に関する法律施行令」

が改正されたことを踏まえ、災害援護資金の貸付利率等を定めるため、災害弔慰金の支給等に

関する条例の一部を改正する条例を令和元年区議会第２回定例会に提案する。 

 

２ 災害援護資金の貸付制度の概要（現行） 

（１）実施主体 市区町村 

（２）対象災害 都道府県内で災害救助法が適用された市区町村が１以上ある災害 

（３）受給者  （２）により負傷又は住居、家財に被害を受けた者 

（４）貸付限度額 

被害の種類及び程度 

貸付限度額 

世帯主の負傷がない場合 
世帯主が負傷し、療養期間が概

ね１か月以上の場合 

家財及び住居に損害がない - １５０万円 

家財の概ね３分の１以上が損害 １５０万円 ２５０万円 

住居の半壊 １７０万円（２５０万円） ２７０万円（３５０万円） 

住居の全壊 ２５０万円（３５０万円） ３５０万円 

住居の全体が滅失若しくは流失 ３５０万円 ３５０万円 

 ※被災した住居を建て直す際に、その住居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事 

情がある場合は（ ）内の額となる。 

（５）所得制限  

世帯の人数 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 

市町村民税に

おける前年の

総所得金額 

２２０万円 ４３０万円 ６２０万円 ７３０万円 

１人増すごと

に７３０万円

に３０万円を

加算した額 

 ※ただし、その世帯の住居が滅失（流失）した場合は、世帯人数に限らず１，２７０万円とす 

る。 



（６）利率 年３％（据置期間中は無利子） 

（７）保証人 必須 

（８）据置期間 ３年（特別な事情がある場合５年） 

（９）償還期間 １０年（据置期間を含む） 

（10）償還方法 年賦 

（11）違約金 年１０．７５％ 

（12）貸付原資負担 国：２/３ 都道府県・指定都市：１/３ 

※災害弔慰金の支給等に関する条例では、災害援護資金の貸付けのほか、災害弔慰金の支給 

及び災害障害見舞金の支給に関して規定している。 

 

３ 改正内容 

＜条例＞ 

 現行 改正案 

利率 年３％（第１４条） 保証人を立てることができる。 

保証人を立てる場合は無利子とし、保証人

を立てない場合は年３％以内で規則で定

める率とする。（第１４条） 
保証人 

保証人を立てなければならない 

（第１７条） 

償還方法 年賦（第１５条） 年賦、半年賦又は月賦（第１５条） 

違約金 年１０．７５％（第１９条） 年５％（第１８条） 

 ※詳細については、別紙１「条例新旧対照表（案）」のとおり 

 

＜参考：施行規則＞ 

 現行 改正案 

利率 記載なし 
保証人を立てない場合の率は年１％とす

る。（第７条） 

※詳細については、別紙２「施行規則新旧対照表（案）」のとおり 

 

４ 施行予定日 

  公布の日から施行する。 

 

５ 今後のスケジュール（予定） 

令和元年５月 議会報告 

６月 第２回区議会定例会に改正条例案提案 


